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研究成果の概要（和文）：医療・介護現場で働く人の安全・健康向上を目的に、包括的な視点で現場の労使が主
体的に取り組む職場改善活動について、現場に根付く必須要素を取り入れた支援ツール・プログラムの開発を進
めた。現場調査の結果を踏まえ、短時間での実施や、交替勤務への対応等、現場の特性に合わせた柔軟な改善活
動を重視した。対策事例の内容として、患者・利用者の安全衛生対策と、年齢・職種・人種等が異なる多様な職
員同士の連携を中心に取り上げた。具体的には、参加型職場改善の手法を基に、対策事例リストと、支援プログ
ラムを開発し、現場応用を進めた。これらの結果を踏まえ、短時間で概要を理解し、効率的に実践するための支
援マニュアルを作成した。

研究成果の概要（英文）：By using experienced participatory action-oriented methods that encourage 
self-help initiatives by workers and managers, a new occupational safety and health (OSH) program 
and associated action tools for healthcare workers were developed. 
Reflecting good practices by local healthcare workers, a flexible OSH program and tools adjusted to 
characteristic situations of health care workplaces were developed. Practical improvement steps 
suitable for shift workers were emphasized. The new OSH action checklist covered four technical 
areas and 24 checkpoints was developed. “Safety and health practices for patients” and “
Communication among various workers including foreigners, disabilities, and occupations” were 
especially focused. In the OSH manual, concrete steps for implementation and simple OSH sheets 
introducing outlines of OSH technical areas, concrete practices and photos of good practices from 
local workplaces were mainly included. 

研究分野： 産業保健
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研究成果の学術的意義や社会的意義
職場改善には人間工学、医学、心理学など学際的な知見が現場応用されている。今回、様々な職場改善活動を学
際的に整理することにより、包括的な視点に基づく支援ツール・プログラムを開発できた。また、職場改善活動
の基盤部分は医療・介護現場以外にも共通する点があり、今後、他業種への応用も検討する。開発された支援ツ
ール・プログラムは、労使主体の職場改善活動を推進してきた実際の事例から抽出した必須要素を含む。労使主
体の職場改善活動を効果的に行うための仕組みづくりや職場へのアプローチ方法を具体的に提示することがで
き、安全で健康的な職場環境の形成、さらには質の高い医療・介護サービス提供体制の構築に貢献できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

わが国では、２０１４年に医療法が改正され、医療・介護現場での過酷な労働条件や労働環境、
多様化するニーズに対応するために、勤務環境改善マネジメントシステムを各医療機関が導入
し、継続的に行う自主的な勤務環境改善の促進が推奨されている現状にある。多職種がチームと
して協働する医療・介護施設において、多職種による包括的な職場改善活動の取り組み手法やそ
の導入、継続性の課題を乗り越えるための実効的な戦略については、さらなる技術開発が必要と
されている。このような状況のもとで、様々な職場改善活動が医療・介護現場で広がりを見せて
いる。職場改善活動は戦後の復興の中で現場の安全や生産性の向上等を目的に生まれ（佐野, ２
０１５）、製造業を中心に国や労働安全衛生法が規定するリスク管理等を進める具体的な手段と
して定着してきた。職場改善活動の医療・介護現場への導入は、長時間労働やバーンアウト等、
医療・介護現場の労働条件、労働環境改善に関心が高まった２０００ 年代に進展し、様々な環
境改善の取り組みが行われている。現状として、各施設の職場改善活動についての実践報告が多
く、これらの取り組みを横断的に比較し、共通する特徴の抽出等、体系的な視点での職場改善活
動に対する研究が課題となっている。国際的にも、職場改善活動は現場の事故・疾病予防活動と
して人的・時間的・金銭的な資源に制約のある現場で現実的な方法だとされている（Peter ら, 

２００５）。医療・介護現場での取り組みとして、医療の質確保における医療従事者の労働条件、
労働環境改善の研究が多く進められ（Dawson, ２００５, Ayas, ２００６）、米国ではいち早く
日本的生産管理（米国では“KAIZEN”と紹介された）を医療の質評価と改善に導入し、効果を
上げている（NDP, １９８８）。また、途上国でもベトナムやタイにおける人間工学の視点での
参加型職場改善活動（Chanchai ら, ２０１６）等が実践され、日本式の生産管理や職場改善の
手法が、現場での実践的な手段として広がり、実質的な改善とともに職場の組織風土醸成等にも
役立っている（佐野, ２０１４）。このように日本の製造業での取り組みを医療現場に応用した
職場改善活動は各国の医療・介護現場で導入されているが、日本では医療・介護現場の特性に合
わせた適応が難しく、導入・継続性に課題が生じている。 

 

２．研究の目的 

医療・介護現場で働く人の安全・健康向上を目的に、物理化学的環境から作業方法等の改善ま
で包括的な視点で現場の労使が主体的に取り組む職場改善活動を基に、本研究では以下の２点
を明らかにすることを目的として進めた。 

１） 医療・介護現場を中心に、労使主体の職場改善活動の共通点を文献やヒアリング調査から抽
出し、現場に根付く職場改善活動の必須要素を明らかにする。 

２） 医療・介護現場での職場改善活動の運営を支援するため、職場改善活動の導入や継続に課題
を抱える現場の労使が活用できる支援ツールおよびプログラムを開発する。 

 

３．研究の方法 

１）医療・介護現場を対象に現場訪問、職員ヒアリング、文献、職能団体アンケート調査等を基
に、労使主体の職場改善活動の共通点を整理し、現場に根付く職場改善活動の必須要素を抽出し
た。併せて、現場で実践される労働安全衛生に関する良好事例を収集し、特徴をまとめた。 
 
２）医療・介護現場で実際に職場改善活動を進めていくための支援ツールおよびプログラム（案）
を作成し、中小規模の医療・介護現場を中心にパイロット研修を実施し、結果を基に、支援ツー
ル・プログラムを完成させた。 
 
４．研究成果 
１）医療・介護現場での労使主体の職場改善活動の必須要素について 
医療・介護現場を中心に日本の職場で実施されてきた、労使主体の職場改善活動の共通点を文

献・ヒアリング調査から整理し、現場に根付く職場改善活動の必須要素を抽出した。現場で実施
される職場改善活動からは、「短時間で実施できる改善手法」、「各現場の状況に合わせたフレキ
シブルな改善手法」、「現場を統括する職員の協力」、「交替勤務でも実施できる情報共有ツール」、
「既存の仕組みの活用や委員会との連携」等が必須要素として抽出された。また、小規模の職場
では、メンタルヘルスをはじめとした、職員の健康問題の事例対応に追われる傾向にあることが
確認された。そのため、「職場改善活動は専門知識と時間を必要とする難解なもの」というイメ
ージが強く、短時間で全体像を把握し、改善を実施できる支援ツールやプログラムが求められて
いることが確認された。 
現場の良好事例からは「既定の休憩時間を業務に中断されることなく十分にとれる」、「職員の

スキルアップ支援」、「利用者や患者、職員からの暴力への対応」等が重要であると確認された。
新型コロナウイルス感染症下における取り組み事例では、特に「新型コロナウイルス感染症に関
する情報および職場全体の方針の迅速な共有」が、緊急事態の中、業務を続ける職員の安心につ
ながっていた。国外の医療現場においても現場での良好事例を文献・ヒアリング・現場調査（フ
ィリピン、ベトナム等）から収集した。「患者や職員からの暴力・ハラスメントへの対応」、「災



害時対応」が共通して重要な対策として実施されていた。「書類整備」、「廃棄物分別」、「通路の
整備」等、整理整頓に関する対策については、国外の現場で重要だと認識されているものの、実
施が徹底されておらず今後の課題として挙げられた。 
 
２）労使主体による医療・介護の職場改善活動を支援する支援ツール・プログラムの開発 
１）の調査結果をもとに、労使主体の職場改善活動を支援する支援ツール・プログラムを開発

した。幅広い産業で労使主体のリスクアセスメントの手法として実践され、その成果が報告され
ている参加型職場改善活動の手法を参考にした。 
 
①チェックリストの作成 
参加型職場改善活動の手法を基に作成された「Ergonomic Checkpoints in Health Care Work」、

「Ergonomic checkpoints」、「職場ストレス予防チェックポイント」等を参考に、人間工学、産
業保健、医療安全の視点を含め、短時間で多様な視点からの対策を進めることができるチェック
リストを作成した。チェックリストは「１．保管・移動と仕事のしやすさ」、「２．機器の安全と
緊急時の備え」、「３．作業場の環境と感染予防」、「４．情報の共有と相互支援」の４領域からな
る２４項目の構成とした。１）での調査結果を基に、通路の確保や整理整頓等、業務の安全・効
率化に関わる項目と共に、多職種間での情報共有やコミュニケーション、十分な休息が取れる仕
組みや施設の整備、緊急時に迅速に対応できる体制づくり等に重点を置いた。 
 
②チェックリストを使用した職場改善活動支援プログラムの現場応用 
 医療現場・介護現場にて、チェックリストを使用した職場改善活動支援プログラムを実施した。
スケジュールは「プログラムの概要紹介（約１０分）」、「チェックリストを使用した、自職場の
良い点・改善点についての検討（参加者個人：約１０分）」、「自職場の良い点・改善点について
のグループワーク（約２０分）」、「結果発表（各グループ約３分以内）」の構成とした。医療現場
での実践からは、自職場の良い事例として「全員参加のミーティング」、「科や職種を超えたチー
ム活動（感染対策チーム等）」等、業務に関する情報共有・組織横断的な連携が主に挙げられた。
改善点としては、「上司とのコミュニケーションの機会の設定」、「ハラスメントについて、より
相談しやすくする方法の検討」等、職員同士の相互支援、職場への相談手段に関する課題が挙げ
られた。介護現場での実践からは、良い事例として「介護に必要な設備の整備」、「災害時の体制
確立」等、主に業務の安全に関する対策が挙げられた。一方改善点としては「交替勤務で全員が
参加できない中での研修会の実施」、「事例に関して異なる職種との意識のすり合わせ」、「暴力・
ハラスメントについての相談窓口・機会の設置」等、知識や技術のアップデート、多職種連携、
暴力・ハラスメント対応についての課題が挙げられた。 
 
③職場づくりマニュアルの作成 
医療・介護現場でのヒアリングや、職場改善活動支援プログラムの実施を通じて得られた現場

の意見を基に、より短時間で現場主体の職場改善活動の全体像を把握し、改善について具体的な
イメージを得ることができる支援ツールが必要であると判断した。そこで、以下の３点を特徴と
する職場づくりマニュアルを新たに作成した。（図１） 
 
・職場づくりのステップ（職場改善活動の導入、職場改善検討会、フォローアップ） 
参加型職場改善活動の実践について記載された文献を基に、職場改善活動の導入と職場改善

活動の鍵である職場改善検討会、フォローアップに関する具体的な取り組み方についてまとめ
た。特に、職場づくり検討会では、「オリエンテーション」、「写真投票」、「現場訪問」、「チェッ
クリスト演習」、「グループワーク」の各ステップについて、実施する上での具体的な要点をイラ
ストと共に紹介した。また、支援プログラム実施の際に挙げられた意見や質問（「良好事例の写
真投票に自職場の写真を使用する際の選び方」、「グループワーク実施の注意点」）等も反映した。
併せて、交替勤務や十分な研修の時間がとりにくい現場の状況を踏まえ、「各ステップを分割し
て実施する進め方」や、「時間確保が難しい場合の進め方」についても取り上げた。 
 
・各改善領域における職場改善のヒント 
 各改善領域やチェックリストで紹介される改善項目について、短時間でその内容を把握し、改
善の具体的なイメージを持てるよう「職場改善のヒント」を作成した。「改善領域の説明」、「達
成目標」、「具体的な改善方法」、「現場の改善事例」の項目で構成し、各領域が 1 枚で紹介できる
ようにまとめた。「改善領域の説明」、「達成目標」では、各改善領域の概要と併せて、改善を進
める上でのコツや、改善で実感した効果についても、現場訪問・ヒアリング・現場応用のグルー
プワークで得られた意見などを基にまとめた。「現場の改善事例」では、その領域に関する具体
的な改善をイメージできるよう、現場での改善事例を紹介した。いずれの項目でも改善事例は低
コストで取り組みやすいものを中心に取り上げた。 
 
・改善計画書・改善結果報告書 
具体的な改善を短時間で円滑に進めるため、改善計画書、改善報告書（各 1 ページ）を加えた。

参加型職場改善活動に関する文献等を参考に、改善計画では、「改善を予定している領域」、「具



体的な改善方法」、「主な担当者」、「期限」の構成で、改善報告書では「改善した領域」、「主な担
当者」、「改善実施日」、「改善前・後（写真またはイラスト）」の構成で進めた。改善結果は写真・
イラストで示し、時間を短縮し要点のみをまとめられるよう、また、他職場が参考にする際に、
改善した内容が一目でわかるようにした。 
 

図 1 職場づくりマニュアル（抜粋） 
 
３） 結論 
医療・介護現場で働く人の安全・健康向上を目的に、包括的な視点で現場の労使が主体的に取

り組む職場改善活動に着目し、「現場に根付く職場改善活動の必須要素の抽出」と「医療・介護
の現場の労使が活用できる支援ツール・プログラムの開発」を進めた。現場に根付く職場改善活
動の必須要素として、短時間で実施できる、医療・介護現場特有の労働条件に合わせた柔軟な職
場改善活動が重要であることが分かった。これらの結果を基に、具体的な改善事例を示したチェ
ックリスト、チェックリストを使用した職場改善活動支援プログラムを開発し医療・介護現場で
実施した。医療・介護分野ともに、業務の安全や効率化に対する取り組み等に重点をおき取り組
んでいることが確認された。一方で、様々な専門性を持つ職員同士の連携や交流が課題であるこ
とが明らかになった。実際の現場応用での意見を基に、開発した支援プログラムを、短時間で理
解し、実践できる職場づくりマニュアルを作成した。職場改善活動の具体的な取り組み方や、現
場状況に合わせた職場改善方法等について取り上げた。また、各改善領域について取り組みの要
点や効果、具体的な改善事例を 1 ページにまとめ、各領域における改善の具体的な進め方を簡単
に把握できる構成とした。今後は、国外での実施も視野に入れ、開発した職場改善活動支援プロ
グラムについてさらなる展開を進めたい。 
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